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関東・東北豪雨を踏まえ、新たに「水防災意識社会 再構築ビジョン」として、全ての河川とその沿川市町村にお
いて、2020目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。

＜ソフト対策＞・住民が自らリスクを察知し主体的に避難できるよう、より実効性のある「住民目線のソフト対策」
へ転換し、2016年出水期までを目途に重点的に実施。

＜ハード対策＞・「洪水氾濫を未然に防ぐ対策」に加え、氾濫が発生した場合にも被害を軽減する
「危機管理型ハード対策」を導入し、平成32年度を目途に実施。

排水
門

主な対策 各地域において、河川管理者・都道府県・市町村等からなる協議会等を新たに設置して
減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体的・計画的に推進する。
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対策済みの堤防

氾濫ブロック
家屋倒壊等氾濫想定区域※

＜危機管理型ハード対策＞＜危機管理型ハード対策＞

○越水等が発生した場合でも決壊までの時

間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を
工夫する対策の推進

天端のアスファルト等が、

越水による侵食から堤体を保護

（鳴瀬川水系吉田川、

平成27年9月関東・東北豪雨）

＜被害軽減を図るための堤防構造の工夫（対策例）＞

＜住民目線のソフト対策＞

○住民等の行動につながるリスク
情報の周知
・立ち退き避難が必要な家屋倒壊等氾
濫想定区域等の公表

・住民のとるべき行動を分かりやすく示
したハザードマップへの改良
・不動産関連事業者への説明会の開催

○事前の行動計画作成、訓練の
促進
・タイムラインの策定

○避難行動のきっかけとなる情報
をリアルタイムで提供
・水位計やライブカメラの設置

・スマホ等によるプッシュ型の洪水予報
等の提供

＜洪水氾濫を未然に防ぐ対策＞

○優先的に整備が必要な区間において、
堤防のかさ上げや浸透対策などを実施
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※ 家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防決壊

に伴う激しい氾濫流や河岸侵食が発生する
ことが想定される区域

水防災意識社会再構築ビジョン（平成27年関東・東北豪雨）
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・「水防災意識社会」再構築の取組をさらに推進し、多様な関係者が連携して洪水氾濫による被害を軽減するための
ハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進するため、「大規模氾濫減災協議会」制度を創設。

・新潟県内において、大規模災害減災協議会は国で５協議会、県で６協議会を設立

新潟県内 大規模氾濫減災対策協議会の状況

①荒川大規模氾濫に関する減災対策協議会

②阿賀野川大規模氾濫に関する減災対策協議会

③水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会

④信濃川中流及び魚野川大規模氾濫に関する減
災対策協議会

⑤関川・姫川大規模氾濫に関する減災対策協議会

⑥三面川周辺地域における減災対策協議会

⑦加治川・胎内川周辺地域における減災対策協議
会

⑧鯖石川・鵜川・島崎川周辺地域における減災対
策協議会

⑨上越地域における二級河川減災対策協議会

⑩糸魚川地域における二級河川減災対策協議会

⑪佐渡地域における二級河川減災対策協議会

①

②

③

④

⑤

赤字：国
黒字：県
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大規模氾濫減災協議会による取組（直轄・補助）

「大規模氾濫減災協議会」を通じ、「水防災意識社会」再構築の取組をさらに推進し、多様な関係者が連携
することで洪水氾濫による被害軽減を目指す。
特に、住民自らの避難行動に結びつく施策について支援強化を図ることとし、要配慮者利用施設や学校にお

ける避難確保を推進するほか、マスメディアと連携し水害・土砂災害情報の提供や伝達について充実を図る。

過去にポンプ車の出動実績のある箇所等を確認

合同現地確認

マイ・タイムラインの作成

大雨等よって河川の水位が上昇する時に、自分
自身がとる標準的な防災行動を時系列的に整理

防災教育の実施

過去の大洪水の経験者より当時の状況を語って
もらうことにより、洪水の恐ろしさについて学ぶ

【これまでの取組事例】 【現在の取組状況】

（１）要配慮者利用施設等における避難確保計画の作成、避難訓練
の実施に向けた支援の強化

1）高齢者の避難行動の理解促進に向けた取組（厚生労働省との連携）

○市町村の防災部局・高齢者福祉部局の協議会への参画
○包括視線センターへのハザードマップ掲示・防災パンフレット等の掲示
○ケアマネージャー等への防災・減災施策の説明や防災への取組サポート

2）避難確保計画の作成及び訓練の実施（文部科学省との連携）

○学校所管部局からの防災に関する相談や説明会等の講師派遣に対する対応
○学校における避難訓練等の防災教育の実施にあたっての積極的な支援

（２）住民自らの避難行動に結びつく情報提供に向けたメディア連携
の強化

○マスメディアとの連携の場を設置し、平時からの情報共有
○地域のケーブルテレビ放送局と連携した河川監視カメラ映像の配信
○Twitter等のSNS公式アカウントによる平時からの積極的な情報発信
○整備局及び各事務所における広報担当者の指定
○情報伝達を意識した表現の工夫や映像選定の検討
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